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（論文内容の要旨） 

本論文は鎌倉・南北朝期を中心に中世朝廷の官司制度とその運営を主に担う地下官

人を総体的に把握した上で、中世史における官司制論を構築するものである。中世朝

廷の官司制、特に本論文が主な分析対象とする八省以下の諸寮司は少なくとも①中央

の諸司官職、②中央の諸司官職から派生した諸司職（務・年預など）、③京都および

地方の諸司領という三つの部分からなるものであると考えている。そして、これらの

①諸司官職や②諸司職に任じ、③諸司領を支配、知行していたのは貴族官人である。

さらに、官司制の形成と展開を考える上で、貴族社会の家格秩序・荘園制・世襲する

官人の「家」・治天権力なども当然視野に入れる必要がある。したがって、本論文が

打ち出した「官司制」は単なる「官司制度」の言い換えではなく、①②③という主な

変数を含んだ一種の複合的システムである。特に②は①と③を架橋するようなもの

で、鎌倉・南北朝期では一貫して治天が支配していた。その動向に注目することによ

り、官司研究は権力論などへと昇華する可能性がある。一方、③も中世の官司制を特

徴づけ、荘園制や知行国制との比較を可能ならしめるものである。 

ところが、先行研究の官司請負制・知行官司制はそれぞれ官司運営の「請負」（官

人による官庁の世襲的運営）、「知行」（長官職と長官職知行者の分離）に注目した

ものの、①②③の相互関係およびそれらをめぐる朝廷社会の状況、治天など上級権力

の動向については意識的に議論に組み込むことはしなかった。そのため、官司請負制

・知行官司制は鎌倉期以後の朝廷官司の展開と変質を説明する上ではダイナミックさ

に欠け、不都合な部分もある。しかし、①②③の違いを明確にし、特に②の変化を長

いスパンで追うことで、この問題は克服できると考える。また、官司請負制・知行官

司制、特に近年の到達点である後者がイメージしている官司研究はあくまで朝廷制度

史の一分野に過ぎないが、官司制の展開に荘園制・知行国制や治天権力、幕府などが

与えた影響を多角的に検討することにより、官司研究は中世の天皇と国家論、国制史

を中心とする中世史の諸分野を横断して議論が可能なものになるのではないかと考え

る。官司制論を構築する意義の一つはまさにこの点に存する。以下、本論文は全二部

十一章から構成されている。 

序章では中世朝廷の官司制度研究史と地下官人研究史をそれぞれ整理した上で、

「官司制」という概念を提起し、本論文の視角と課題を述べた。 

総論「日本中世朝廷の諸司職」は中世朝廷の②諸司職をアプローチとして官司制度

について体系的に論じ、かつ官司制度の視点から中世国家・天皇や公武政権といった



 

 

大きな問題を考えてみたものである。具体的には②の成立と展開、特に諸司務の類型

化とその変遷に議論の重点を置いた。 

第一部「官司制度の展開と変容」は主に官司運営の構造と歴史的展開を扱う内容で

ある。第一章「中世朝廷の官司制度とその変遷」は中世朝廷社会の変貌の中で官司制

度の特質およびその変遷を位置づけようとするものである。主な論点は以下のように

なる。第一に、先行研究の官司知行の議論を再検討し、務を単純に官制上の長官と対

立する知行者や家の視点に囚われる「家業運営者」として理解すべきではなく、長官

も知行者もあくまで務の一形式であり、務の実質は官司の事務を差配、統括する権限

であると指摘した。それは古代の「釐務」などにも遡及できる一方、中世では実質的

な官司の統括者をも指すようになった。務は職の本質でより根源的であったと考え

る。そして、こうした務や年預の実質について、鎌倉後期から南北朝期にかけて次第

に特定の③諸司領と結びついて一円化・同質化していく傾向が窺える。第二に、従来

では官司内部の視点から官司運営や制度などを論じることが多いが、本章ではあえて

治天など朝廷意思の決定による影響を重視し、務や年預の変質およびその相互関係の

変化がもたらした官司制度の変容を分析した。その結果、年預の独立性ひいては年預

知行者の出現、②諸司職の分裂などは治天による関与が大きく影響することが明らか

となった。特に十三世紀中頃の後嵯峨治世期以来、務や年預の補任、相伝を改変する

ことで治天が官司問題に介入するようになった。それは単なる恣意的な行為にとどま

らず、同時進行していた③諸司領の再興、経営体制の再建など朝廷主導下の諸司興行

と深く関係していたと考えられる。 

第二章「中世朝廷の官司下文」はこれまで体系的に検討されてこなかった中世朝廷

の官司が発給した下文を中心に、その様式・機能などの基礎的検討をしつつ、そこか

ら見える官司の運営構造や中世朝廷における官司文書の位置づけなどの古文書学の問

題を考察しようとするものである。まず、中世朝廷の官司下文を広く蒐集・分析し、

様式などからその基本的な区分として官司政所下文と官司長官下文があることを指摘

した。実際、両者は様式・機能のみならず、発給原理も異なっており、前者は長官の

「宣」によって発給される組織的な下文で、後者は「仰」「下知」の文書化ともいえ

る官司の補任状、下知状に系譜を連ねる長官が直接発給する個人的な下文である。官

司長官下文はおおよそ十二世紀以降の院政期に成立した文書で、その出現と定着自体

は官司運営の転換を示している。また、官司政所下文と長官下文の発給有無で、太政

官、蔵人所、検非違使庁、八省以下の諸官司などはかなり異なる様相を呈していた。

このように、官司下文は中世朝廷の各官司の特質およびその全体像を理解する上で一

つの有力な手がかりになると思われる。ところが、必ずしも以上の分類に当てはまら

ない下文も存在する。官司を知行する「務」の下文、「務」の家司による下文、さら

に官司の下僚が発給する下文などがそれである。こうした下文はいずれも「務」の意



 

 

向により発給されたもので、とりわけ「務」の家司や官司の下僚が出す単独署判の下

文は様式的に下文の体裁を取りつつも、実際に書札礼的な要素が加味され、奉書的な

側面を有したものといえる。下文と奉書の中間的な形態を取るような文書が誕生する

のは、「務」の官位・家格および宛所の身分などが関わるためと思われ、単なる令制

長官と区別される「務」の位置づけが示されるところである。その前提として、官司

長官下文の成立に代表されるような、官司長官の「家」への官司業務の収斂、いわば

官司における家産制的支配原理の浸透があると考える。 

第三章「建武政権の官司制度再考」は建武政権の官司制度を再考したものである。

建武政権の官司制度に関わる主要な論点を従来のような一括した捉え方ではなく、官

司人事の時期と種類に留意しつつ、再検討を試みた。具体的に言えば、元弘三年と建

武元年後半の段階差、また実務を担う諸寮司と後醍醐天皇の理想を体現する八省卿な

どの違いに注意する必要がある。全体として建武期の官司制度は破壊や解体の基調で

はなく、むしろ復興の軌道に乗っていたと評価できる。ただし、一方で建武政権は前

代の公家政権、後醍醐自身の前期親政期とも一線を画するようなところは少なくな

い。大規模な人事異動や官司全体の興行構想など前代には確認できない大胆な施策が

次々と打ち出されていた。その背景には幕府が倒れて朝廷が単独政権となる軍事的勝

利の達成が決定的に重要である。それこそが「天下草創」の持つ意味であり、単なる

公家政権と異なった建武政権の軍事的性格が示されるところでもある。 

付論一「「公領」としての諸司領」は総論の補足説明になるものである。「公領」

という史料用語に注目しながら、その寄進・売買問題から「公領」の分流や武家との

関係などを検討し、総論で強調した②諸司務、③諸司領の国家的性格を別の角度で再

論してみた。 

補論一「「為官択人」と「為人択官」―中世朝廷の政治思想の一断面―」は中世朝

廷の関係史料に頻出する「為官択人」の言説をめぐって考えたものである。「為官択

人」の背後に潜む中世朝廷社会の任官徳政の問題や人的ネットワークを明らかにしつ

つ、建武政権の異例な人事を異なる視点から解釈してみた。思想的な面で後醍醐天皇

に論及する点では第三章の補論になる。 

第二部「地下官人社会と官司制度」は官司運営に深く関わる地下官人社会の変容を

扱う内容である。第四章「中世朝廷における地下官人社会の変容と天皇・治天」は中

世朝廷社会の支配や官人編成の特質を捉えるべく、朝廷の儀礼・公事などの実務を支

える地下官人社会、特に外記・官史・蔵人所出納など「地下六位」を中心に、その変

容について論じたものであり、第二部の総論でもある。その際、従来の研究ではあま

り検討されてこなかった地下六位の経済基盤の解明および「家」の成立に議論の重点

を置くこととした。また、そうした経済基盤の考察を通して地下六位と朝廷・天皇や

治天などの関係を再考した。具体的に言えば、中世朝廷あるいは地下官人社会には二



 

 

つの俸禄が存在していた。まず、これまでほとんど注目されてこなかった天皇と官人

間の関係を示す官人領が挙げられる。その対象は官人個人てはなく、官人集団とする

点で、朝廷・天皇よりの国家的給付であるといえる。官人領の存在は室町中期まで確

認できるが、官人領のみでは地下六位が「家」を形成させることは困難であった。次

に、地下六位の所領・所職などはもう一つの俸禄である。鎌倉後期から地下六位が個

々の所領・所職を求めるために治天・摂関・幕府など諸権門に依存する傾向が見られ

る。超権門的・非権門的な官人が個々の「家」を形成させる上で、天皇と官人集団間

の関係より権門と官人間の関係は重要となる。その中でも特に治天と官人間の関係が

注目される。治天によって与えられた②諸司職は「家」形成の中核的な家領となりう

る一方、官人の継承形態にも少なからず影響を与えたと考えられる。中世国家におけ

る官司制度・地下官人の位置づけは必ずしも先行研究のように一義的に天皇の領分あ

るいは治天の領分とは言えず、官人領と②諸司職に代表されるような二面性があるこ

とを指摘した。しかもその関係は静態的なものではなく、流動的で勢力の消長もあ

る。 

第五章「中世朝廷における蔵人所出納の変遷」は中世朝廷における地下官人の変遷

の具体例として、蔵人所出納を取り上げたものであり、第四章の付論という位置づけ

にもなる。蔵人所出納は官・外記と並ぶ蔵人方の実務を担う中核的な地下官人である

にもかかわらず、平安後期以降の専論は未だになく、補任類などの整備は地下官人の

研究に大きく貢献すると考え、本章ではまず蔵人所出納の補任表、官位表を作成し、

それを踏まえた上で、鎌倉期から室町期における蔵人所出納の変遷を四期にわけて

「家」の成立、所領・所職の様相、治天・室町殿との関係などの諸問題を具体的に論

じた。 

第六章「南朝地下官人考」は南朝参仕の地下官人をその構成や背景面から明らかに

することで、南朝の官人編成および南北朝期における地下官人社会の変容などを論じ

たものである。史料上検出できる南朝方の地下官人を外記局・弁官局・検非違使庁に

それぞれ分けて人物経歴、事績など基礎的事実を確認した上で、彼らを南朝に出奔さ

せた歴史的背景を探ってみた。従来考えられてきた政治の動向とは無縁で権力抗争の

影響をも受けない地下官人像ではなく、地下官人社会は貴族社会と同じように内乱の

政治的影響を避けることができず、南朝方地下官人の出現は朝廷社会の変貌過程の一

齣として捉えられる。 

第七章「室町・戦国期の地下官人と諸司職・諸司領」は検非違使堀川家を事例に、

室町・戦国期の②諸司職の問題を検討したものである。具体的には堀川家が関わった

大蔵省年預・木工寮年預・掃部寮年預・左衛門府年預・右衛門府年預・左近衛府庁頭

・右近衛府庁頭を逐一取り上げて、特に右衛門府領をめぐる堀川家と菊亭家の相論を

分析することで、②諸司職、③諸司領の実態や禁裏御料所との関係などを考えてみ



 

 

た。 

補論二「諸司の古老公人」は中世の文学作品に見える地下官人のイメージから出発

し、鎌倉期を中心に諸司の古老公人について、その位置づけを文学的伝統と歴史的背

景の両方から若干考えたものである。 

終章では各論の結論に基づいて全体を総括した上で、①諸司官職、②諸司職、③諸

司領、官人の「家」、治天権力など様々な要素が複雑に関わり合い、長期間にわたっ

て日本中世の朝廷社会を中心に存在、発展した一種の変則的な政治組織あるいは支配

体制であり、また社会経済体制でもある官司制の世界を浮かび上がらせた。そして、

巨視的に見れば、この世界は遅くとも平安末期の十二世紀後半には成立しており、鎌

倉期から南北朝期にかけて、①と②の分離、①・②の内部における階統制の崩壊、②

と③の一円化などの変化が起こっていた。また、その過程において、地下官人から上

級貴族ないし治天までもが②・③に依存していく。十五世紀初頭には、官司制は一つ

の転回を迎えており、これ以降は②・③の国家的属性が失われ、それを支配する治天

も、中世国家そのものも変質した。ほとんど関与しなかった鎌倉幕府と異なり、十五

世紀以降の室町幕府が②・③を裁可、安堵するようになる事実は以上の変化を示唆し

ている。②・③の一部は戦国期に禁裏御料所として存在したが、排他的なものではな

く、幕府の安堵などを常に必要とする。 

さて、本論文が特に注目した②の成立（≒①と②の分離）は様々な要素が作用して

おり、官司制に先行する知行国制の影響、治天権力の改変はさることながら、武家任

官というファクターも見逃せない。また、②と③の一円化は同時期に荘園制で起きた

変化に通じる一面もある。中世を通じて、建武政権などやや特殊な時期を除外すれ

ば、武家が①に就任したり、在地で③を押領したりすることはあっても、基本的に②

を手に入れることはなかった。②は官司制の中核であるとともに、公武の境界線でも

あると考えている。 

このように、従来の官司請負制・知行官司制は官司制の一部の特徴をよく捉えたも

のの（前者は官人が①を世襲し、③を知行することに、後者は①長官職と②長官職知

行者が分離することにそれぞれ重点が置かれている）、全体を包括できるものではな

いと考える。さらに、このような官司制は中世日本にのみ見られるわけではなく、部

分的であっても現象面・原理面（職と務の分離、名と実の分離あるいは職事官の散官

・階官化、国家的諸司を財源として給付することなど）では中国（北宋官制における

「官」と「差遣」の分離）・ビザンツの官制（セクレトンの出現と下賜）に共通する

ところがあり、世界史的にも位置づけられるものであると指摘した。ここに文明間に

も通用する、連続観測できる変数として官司制が重要な意味を持つこととなるのであ

る。 

 

 



 

 

（論文審査の結果の要旨） 

 日本古代の律令官司制度は変貌を遂げつつ、中世においても様々な形で存続してい

た。本論文は太政官のもとにあった八省に属する諸寮司を主たる対象として、官司の

運営やその実務を担った六位以下の地下官人の活動を体系的に考察しようとするもの

である。対象とする時期は12世紀から16世紀までという長期にわたる。巻頭に序章と

総論を配し、本論は２部７章からなり、巻末には終章があり、他に補論２本、付論１

本が付されており、充実した構成になっている。 

 近年、進展しつつある中世の官司制度研究においては、官人による官庁の世襲的運

営を強調する官司請負制論や、官司の長官と実質的に官司を統轄する者との分離を説

く知行官司制論などが提唱されている。しかしながら、著者は律令制下の官職に加

え、官職から派生した諸司職、諸司の経済的基盤たる所領の三者を総体的に検討する

必要があるという。さらに、従来の議論は制度史研究の域に留まり、朝廷政治史との

接続が希薄だが、官司制度の変遷を語るには治天の君などの上部権力の動向が重要だ

と主張する。このように既存の研究を乗り越える新たな視座のもと、本論文は約500年

にわたる記録・文書の博捜に基づく着実な実証を踏まえ、中世朝廷の官司制の構造と

変遷を立体的かつ体系的に描きあげた。 

 序章では研究史整理と課題が、総論では本論文の成果を踏まえた諸司職に関する総

合的考察を述べ、終章においては全体総括と展望を示す。以下、実証的成果たる本論

２部７章について、章ごとに、主張点とその意義を簡潔に述べる。 

 第１部では中世官司制の構造とその歴史的変遷が解明され、第１章には本書の核と

なる成果が集約されている。先行研究が指摘する官司知行制論を再検討した上で、平

安後期・鎌倉前期の諸官司は統括者たる「務」と実務を担当する「年預」から構成さ

れ、「務―年預」体制と呼ぶべきだとする。当初、務が年預を補任しており、年預は

務の指揮下にあったが、鎌倉後期以降、治天の君が「朝恩」として務や年預の補任を

行い、「務―年預」体制の分断が進む。同時に、務・年預などの役職は特定の諸司領

と結びつき、得分化した諸司職として貴族や官人の家に相承されていくことになる。

中世諸官司の運営が知行者と年預という二重構造をとっていたことは既知の事実だ

が、かかる秩序の再編過程を解明し、治天の君の関与の重要性を指摘した点が注目さ

れる。 

 第２章は、これまで検討されることのなかった官司発給文書の様式・機能に関する

考察である。およそ12世紀を境に、官司政所下文から官司長官下文へと変化したこと

を示した上で、それは官司運営が組織的・官僚制的なものから長官による個人的・家

産制的なあり方へと変化したことを現すと評価する。古文書学的検討に基づく官司運

営論が提示されており、新鮮な視角といえる。 

 第３章においては、建武政権における官司制度を再考する。従来、建武政権の評価

をめぐっては、異例の人事を強調する主張と、鎌倉後期以来の連続性を重視する見方

が対立してきた。著者は、政権発足当初、重要な官司に関わる人事は先例に従った



 

 

が、政権が安定する建武元年(1334)以降は、名和長年を東市正に任ずるなど異例なも

のもみられ、それは後醍醐天皇の政治理念の表明との理解を示す。そして、建武政権

の政策基調は、官司制度の破壊や解体ではなく、復興を目指したと評価する。あくま

で官司制度の分析に限られるが、建武政権論に一石を投じる研究といえる。 

 第２部は官司運営を担った地下官人社会の変容を論じるもので、いずれの章もこれ

まで全く検討されてこなかった論題を取り上げている。第４章には、第２部の主要な

論点が集約されている。地下官人の経済的基盤として官人領があるが、それは官人個

人ではなく、官人集団に対する俸禄であり、地下官人が安定的な収入を得ることは難

しく、彼らが特定の職務を継承する「家」を形成することはなかった。しかし、鎌倉

後期以降、地下官人は治天の君や摂関家などの諸権門に依存することで独自の所領の

確保を進め、特に治天の君から諸司職に補任されることにより地下官人の「家」が成

立したとする。鎌倉後期・南北朝期になり初めて地下官人の「家」ができるという議

論は斬新で、貴族社会の全体構造を再考する手がかりを提供するものである。 

 第５章は地下官人のうち蔵人所出納に関する専論で、鎌倉期から室町期に蔵人所出

納を勤めた人物を詳細に復元した上で、その変遷をあとづける実証的研究である。 

 第６章では、建武政権に仕えた地下官人のうち、南朝に参仕した官人を抽出して、

その特徴を論じる。一族内での所領相論を抱えるなど自らの生き残りをかけて南朝に

出仕した者が多くおり、貴族社会のみならず、地下官人社会においても内乱の影響を

強く受けたことを初めて解明したものである。 

 第７章は、室町・戦国期に大蔵省年預・木工寮年預・掃部寮年預・右衛門府年預な

どを兼帯した検非違使堀川家を考察の対象として、当該期の諸司職と諸司領の実態を

解明した。右衛門府領をめぐる上級貴族との相論も分析して、中世後期の地下官人の

活動を詳細に明らかにした研究として評価できる。 

 以上述べてきたように、本論文は日本中世約500年間における朝廷官司制とそれを支

えた地下官人社会の構造と変遷を総体的に論じた研究である。史料を博捜した上で、

着実な実証により確定される事実は揺ぎがない。個々の事例は先行研究でも多少は検

討されてきたが、これほど精緻で体系的な歴史像を構築した研究はこれまでにない。

特に鎌倉後期・南北朝期を画期とする官司制や地下官人社会の変化を明示した点が刮

目すべき成果である。貴族社会論や政治史・権力論へと発展すべき論点も散見し、今

後の研究の進展が大いに期待される。 

 以上、審査したところにより、本論文は博士（文学）の学位論文として価値あるも

のと認められる。2024年２月22日、調査委員３名が論文内容とそれに関連した事柄に

ついて口頭試問を行った結果、合格と認めた。 

 なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公表

に際しては、当分の間、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすること

を認める。 

 


